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図1 予防・健康管理への重点化
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出所:2018年4月18白拷7回次世代へルスケア産案澁誤会資料2,4頁
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図2 予防の投資効果(医療費・介護費、労働力、
消費)について(試算結果概要)
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予防を行った場合の2034年の60歳以上の医療費・介護

費瞬への影響
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崇1 労働力・消費の出典:「経済産業告平成27年政策評価事業佃*
経箔の中長期女変革とりスクに聞する桐査)」

6574設の高断妻が現役世代並みに働け、 75歳以上の高齢者が65

~74歳並みに働ける七仮定した堤合

裟2 介顎費については、フレイル・認知症の一次予防を行うた堤合に
つぃて、試算を実詫

崇3 がん一次予防は2034年でがん患者を約4万人程度減少させるが、

その他疾患に閣連した医毎費が治加するため、全体としては増加

(幸孝)現状維持した際の60歳以上の医探費・介護費の推計態果
医樺賣:2013年:約19,5兆円→2022年:約208兆円一

2034年:約215兆円一2046年:約20.0兆円

介護費:2013年:約96兆円一2022年:約125兆円→
2034年:約14占兆円一2046年:約伯、8兆円

・医療費・介護賛の将来推計は、インフレや技術高臣化による増加要
因(医療費で蛙過去年1-3%程度で椎移)は含まない前提。仮に年
牢2%で堆加した場含.20年径には約1'5佶に増加。

出所:2018年4月伯日第7回次世代へルスケア産業苗貌会資料2.8頁
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1入院料4~フ(10対1)から入院料;
12~3 に.直接届出できない(入院
1料1 の実績が必要)

1,332 点

出所:厚生労働省保険局医療課:平成30年度診療報酬改定の概要〔医科1).66頁.

平成30年度診療粧酬改定説明会(平成30年3月5日問催)賓料よ"抜枠

1,357 点
1,377 点

21%

入院料7

碩図1【平成30年度改定1急性期一般入院基本料
出所:厚生労働省保険局医療課r平成30年度診療報酬改定の概要,医科1」く平成30年3月5日版)9頁
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■表1 「社会保障・税一体改革」(2011年)における急性期医療の改革目標

1,561,
1 491 点一・・ー、・ー・・・・・,

.^^^●◆^^^^ 1.

ー.ミ'(24%)
(23%).11 '

中問①中問②

充実

.

1

r

入院来斗5

<要件>

入1浣尖卜1の届出実預が必要
調査の対隷;

・該当患者割合は診療実窺デー

タを用いて評価

・200床未満の経過措置
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急性期医療の改革

(医療資源の集中投入等)
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現行の7対1について
ニーズに応じた弾力的
かつ円滑な対応を可能に
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出所:内閻府「医療・介護に保る長期推計(主にサービス提供体制改革に係る改革にっいて)」平成23年6目.8頁r(参考)改革シナリオにおける主な充実.重点化.効牢化
要素(2025年)Jよ"急性期医療部分を抜粋

急性期医療の改革

(平均在院日数の短縮等)

※早期の退院・在宅復帰に

伴い患者のQOLも向上
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■表2 入退院時の関係機関の連携強化に資する見直し

高度急性期の職員等 2倍程度増(単価約19倍X現行一般病床平均対比でみた場
合)

一般急性の職員等 6割程度増(単価約1.5倍X み)

亜急性期・回復期りハ等の職員コメディカルを中心に3割程度の増(単価15%程度
増)

ン入退院時の連携を評価した報酬のうち.入院医痩機関が運携

先の医療機関と「特別の関係」にあたる場合も算定可能となる

ように見直す

[見直す対象]

(0在宅患者緊急入院診療加算

(2)精神科救急搬送愚者地域通携受入力口算

(3)入退院支援加算1

(4)精神疾患診療体制加算

(5)退院時共同指導料1及び2

(6)在宅患者運携指導料

(フ)在宅患者緊急時等カンファレンス料

(8)施設入所者共同指導料

入院料2
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高度急性期 :平均在院ヨ数 15~帽日程度

・一般急性期 :平均在院日数 9 白程度

・亜急性期・回復期等:平均在院日数印日程度U1ターン1の場合)

(現行一般病床についてみると.平均在院日数19~20日程度[急性期15日程度(高度急
性19~20日程度.一般急性13~14日程度).亜急性期等75日程度]とみられる.)
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